
令和 7年 4月 山口県医師会報 第1976 号

246

令和 6 年度 第 2 回郡市医師会長会議令和 6 年度 第 2 回郡市医師会長会議
と　き　令和 7 年 2 月 20 日（木）15：45 ～ 16：20と　き　令和 7 年 2 月 20 日（木）15：45 ～ 16：20

ところ　山口県医師会 6 階　会議室ところ　山口県医師会 6 階　会議室

開会挨拶
加藤会長　本日はお集まりいただき、感謝申し上
げる。先生方が地域で医療・介護を守っていただ
いていることに本当に感謝している。先生方のお
かげで、山口県の医療が成り立っていると言って
も過言ではない。それにもかかわらず、診療報酬
の低さと物価高騰による収入減、支出増などによ
り、医療を取り巻く環境は非常に厳しいものがあ
ると思っている。
　このような状況に鑑み、県では無床診療所に
18 万円、病床に対しては 1 床あたり 4 万円の補
助を出してくれるようになっている。この条件と
して、ベースアップ評価料を令和 7 年 3 月まで
に取った医療機関となっている。申請方法も随分
簡単になっているので、是非取っていただきたい。
前にも話したように、申請率が 50% を超えない
と財務省が次の改定の時に好材料として、診療報
酬を下げる圧力をかけてくると思うので、よろし
くお願いしたい。
　長年、懸念であった福祉医療費の社保分を国保
連合会に戻す分について、市長会の代表の方々に
お会いして要請し、さらに、首長の方々に直接依
し、国保連合会とも粘り強く交渉し、令和 8 年
度から社保分は支払基金に出すようになるので報
告する。
　若手医師不足はまだ解決しておらず、時間が
かかると思っているが、本年度の初期臨床研修医

のマッチングは 99 名で過去最高である。2 次募
集や自治医大の卒業生が加わってくるので、100
名を超える初期臨床研修が開始されると思われ
る。それから専門医研修も令和 7 年度は 67 名で、
これも過去最高である。もう少し経てば、若手医
師が実際に増えてきたという印象を持てるのでは
ないかと思っている。
　今年度の新規事業として、定例記者会見を始め
た。第 1 回を 4 月 25 日に、山口県の時間外救急
と医師の働き方改革について説明した。第 2 回
は HPV ワクチンのキャッチアップ接種について、
縄田常任理事を中心にマスコミの方に報道してい
ただき、県民のワクチン接種の啓発に取り組んだ。
また、能登半島地震で JMAT が 1,000 チームを
超える活動をした。DMAT はよく知られている
が、JMAT を知っていただくために、第 3 回目は
JMAT やまぐちの紹介を、DMAT の統括コーディ
ネーターもされている三田尻病院の豊田先生を中
心に説明していただいた。
　これからは情報発信が非常に大切だと思ってい
る。来年度はSNSを通じた情報発信を考えている。
健康教育テキストは永年に渡って作成しており、
QR コードなどで県民の皆さまが見れるようにな
ればいいのではないかと思っている。帯状疱疹ワ
クチンが定期接種になるので、3 年前に作成した
健康教育テキストがよい材料になるのではないか
と考えている。情報発信をしていくことで、医師
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会のプレゼンスが上がるのではないかと思ってい
る。医師会は県民の医療を守る組織だということ
をアピールしていかなければならないと考えてい
る。
　本日の会議では、県の方から令和 7 年度当初
予算の説明等があり、県医師会から都道府県医師
会長会議について、議題として取り上げている。
それから、公務災害の請求支払いに関する契約締
結の説明をさせていただく。郡市医師会から質問
は出ていないが、活発なご発言をよろしくお願い
する。

議題
1. 都道府県医師会長会議について

（1）第 2 回（11 月 19 日）
加藤会長　テーマは「医師少数地域における医師
確保」で、リカレント教育と広域マッチング事業
に対して、補正予算等で予算措置がされる見込み
であると説明があった。また、医師不足地域にお
いてはアクセスの向上を検討すべきであるとか、
岩手県では医師少数区域に奨学金養成医師を計画
的に配置しているというという取組みが紹介され
た。この議論には山口県は関わっておらず、医
師の遍在対策や診療科の遍在などに関してイン
センティブを付けてほしいという内容を提出して
おり、それを強く聞こうと思ったが、質問する時
間がなくなり、言えなかった。
　現時点での医師遍在解消に向けた対応として、

公的・公立病院の管理者要件、医師少数地域の開
業支援等、全国レベルの医師マッチング支援、保
険診療実績要件、地域医療貢献の枠組み推進、医
師遍在対策基金の創設等を今村日医常任理事が説
明された。なお、基金は 1,000 億円程度を要望
しているという話であった。1 つの手段で解決す
るような「魔法の杖」は存在せず、さまざまな手
段を駆使して複合的に対応していく、医師遍在対
策は地域でまず解決を目指し、国はそれを支え
るために必要な財政支援や好事例の横展開、研修
等を実施することが基本と考えていると説明され
た。
　※詳細については『日医ニュース』第 1517 号を
　　ご参照願いたい。

（2）第 3 回（1 月 21 日）
加藤会長　第 3 回のテーマは「地域産業保健セン
ターの活性化」で、山口県には 9 か所の地域産
業保健センターがあり、郡市医師会の中に事務局
が置かれていることが多く、複数の郡市医師会の
エリアを担当している状態である。第 3 回では
グループディスカッションに加わっていたので、
私の言いたいことは十分に伝わってると思ってい
る。ディスカッションの 1 つ目のテーマは産業
医の不足と高齢化、若手医師の参加について、2
つ目のテーマが地産保の周知不足と活性促進につ
いて、3 つ目がメンタルヘルス対策と支援対策の
強化について、4 つ目が地産保の体制強化につい
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てで、4 つの視点で意見を求められてた。山口県
医師会からは各地域の地産保間でホームページの
情報量の格差が大きいので、地産保を通じて各地
域の情報を満遍なく得られるような整備を進めた
いと話をした。それから、山口県医師会も産業医
の基礎研修を始めたことを説明したが、産業医の
資格を持っていても産業医活動をしてない人がお
られ、全国的にも半数は活動していないようであ
る。そういう人たちに産業医活動に加わっても
らえるようなシステムが必要なのではないか、と
いう話もした。産業医活動を始めるためにどのよ
うにすればよいか分からないこともあるので、最
初は事業所に経験豊かな産業医が一緒に行くとい
うサポートがあれば良いという話もあった。また、
公立学校職員への対応に関して、教職員数が 50
人未満の学校に産業医配置の義務はないが、学校
医が教職員の健康管理を担っており、渡辺日医常
任理事から、産業医と学校医の職務内容は全く異
なるものであり、学校医になし崩し的に教職員の
健康管理を行わせるべきではないということを文
科省に申し入れてるという説明があった。
　※詳細については『日医ニュース』第 1521 号を
　　ご参照願いたい。

弘田会長（柳井）　医師少数地域における医師確
保や医師の遍在対策などについて、日本医師会で
建設的な、抜本的な案は出ないのか。魔法の杖は
ないと言われたが、原因は小泉改革ではないか。
出身の医局に 3 年は残ると決めればいい。そう
なれば、地方の病院はみんな助かる。元に戻せば
いいのに、なぜできないのかと思う。そういった
意見は出ないのか。

加藤会長　意見は出ている。大学の医師派遣機能
を戻すべきだという話もあったが、それに関して
積極的に日医が乗ってくるっていうような話はな
かった。私も言いたいことはたくさんあったが、
発言ができなかった。「好事例を集める」という
段階ではないと思う。先生が言われていることは
とても大切で、大学が医局員を集められないので、
県内の病院も若手医師が不足している。私はイン
センティブを付けて、地域による遍在、診療科に

よる遍在の対策をしてほしいと言いたかったが、
質問できなかった。

2. 報告事項
（1）公務災害医療の請求支払に関する集合契約
の締結について
伊藤専務理事　公務災害医療の請求支払いについ
て、集合契約を締結した。公務災害医療の請求支
払は半年から 1 年を超えるような遅延が散見さ
れている。要因としては、患者さんがこの問題に
対して緊張感が乏しいという実態があり、医療費
の請求資料などを自宅に置いたまま等により、ロ
ス期間が発生している現状がある。この遅延する
ケースを改善するため、昨年の 5 月に労災・自
賠責医療委員会がアンケートを実施し、同委員会
で検討した結果、「山口県医師会と県との集合契
約により、従来より簡略化した制度を創設する」
こととし、県と協議を続け、今後は、山口県医師
会員の医療機関から県（地方公務員災害補償基金）
へ直接、診療報酬請求書を送付する仕組みとする
ことで合意した。これにより、概ね 2 ～ 3 か月
以内に支払を完了することとした。従来は、医療
機関が患者から提出された請求書に記入し、患者
さんの所属から県へ請求書類を提出していたが、
これを簡略化し、令和 7 年度 4 月の診療分以降
よりシンプルな形にしている（図）。4 月より開
始となるので、会員への周知をお願いしたい。

（2）その他
中村副会長　医師会の入退会を管理するシステム
である MAMIS について、認定産業医と認定健康
スポーツ医の有資格者は、3 月 29 日までに登録
完了すると 4 月 7 日から MAMIS の機能を利用で
きるが、3 月 30 日以降に登録すると利用できる
まで 1 か月程度かかるため、早めの登録を周知
いただきたい。なお、会員以外の認定産業医、認
定健康スポーツ医も MAMIS に登録が必要である
ので、その際には医師会の入会についても勧誘を
お願いしたい。



令和 7年 4月 山口県医師会報 第1976 号

249

　令和 7 年２月 20 日に開催された令和 6 年度第
２回郡市医師会長会議を傍聴した。
　加藤会長の挨拶で始まり、引き続き山口県健康
福祉部長より令和７年度の県の当初予算（案）に
ついて説明があった。その中で、身近な地域で安
心して出産できる環境の確保のため、産科医療機
関に対して分娩取扱の継続に向けた支援の実施
や県民の感染症に対するリテラシーの向上と危
機管理意識の醸成のため SNS 動画配信などを利
用し感染動向に基づく正しい知識や情報の啓発
活動の実施、COPD 対策推進事業や脳卒中・心臓
病等への総合支援事業などが紹介された。
　議題では都道府県医師会長会議で「医師少数
地域における医師確保」、「地域産業保健センター
の活性化」をテーマに討議が行われたとの報告が
あった。全国的に医師の確保や診療科や医師の偏

在が問題であり、山口県も例外ではない。そんな
中、会長より令和７年度のマッチングの結果が初
期研修医 99 名、専攻医 67 名とどちらも過去最
高との報告があった。今後の医師確保に期待した
い。
　最後に認定産業医や認定健康スポーツ医の各
種手続きが 2025 年４月より MAMIS（医師会会
員情報システム）利用が必須になるとの説明が
あった。県医師会の入会・異動・退会手続きも紙
媒体での手続きが廃止され、MAMIS での手続き
に移行している。マイナ保険証、レセプト関連の
オンライン化、電子処方箋など医療を取り巻く環
境のデジタル化が急速に進んできている。デジタ
ル化を後回しにしてきたが、時代に取り残されな
いよう苦手意識を克服していかなければ、と感じ
た。
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